
＊人吉市の貸借対照表を１世帯（４人家族）に換算すると…

資産総額　６０６万円 負債・純資産総額　６０６万円

令和２年３月３１日時点人口
３１，８６７人

人 吉 市 財 務 諸 表 に つ い て

13.50%

4.90%

81.60%

【
資
産
】

公共資産 ３８５億４，２８０万円
市が公共サービスを提供する

ために所有する施設設備など

有形固定資産 ３８５億３，３２０万円

（庁舎、学校、市営住宅、土地、

道路、橋梁、その他の施設など）

流動資産 ６３億７，３９８万円
必要時に使用できる基金や市税

などの未収金

財政調整基金 ２億円

減債基金 １６億５，５４９万円

歳計現金 １３億８，４８５万円

未収金等 ３１億３，３６４万円

投資等 ２３億１，４５６万円

関係団体への出資金や基金の額、

市税等の債権

貸付金 １億２，５３９万円

基金等 ２０億７，１２８万円

長期延滞債権等 １億１，７８９万円

55.21%

4.24%

40.55%

【
負
債
・
純
資
産
】

純資産 ２６０億７，５３７万円
保有する財産のうちこれまでに

市民が負担した税金や国・県の補

助金など

固定負債 １９１億５，０３１万円
地方債 １６５億４，９６５万円

退職手当引当金 ２６億６６万円

など

純
資
産

貸借対照表とは…

市がどのような財産を持ち、その財産を所有するためにかかった費用を表したものです。

そのため、 「資産」＝「負債」＋「純資産」 という関係式が成り立ちます。

【負
債
・純
資
産
】

住宅ローン、借金な

ど

２４５万６千円

来年支払予定の

ローン等の返済

２５万６千円

＝「流動負債」

これまでに家族が支

払った額や市の補助金

などで支払った額

３３４万４千円

＝「純資産」

負
債

純
資
産

令和３年３月３１日時点の住民基本台

帳人口（３１，１７６人）で１人当たりに

換算した額をもとに算出しました。

令和２年度は前年度と比較すると総額で８２万円の増となっており、保有する資産はほぼ同額となって

いますが、現金や預貯金が７２万円増加したことで全体的な規模が大きくなっています。なお、理由とし

ては、左記の表の流動資産が増加したことに加え人口減少により一人あたりの資産が増えたことが挙げら

れます。

一方でローン返済等の負債が増加していますので、将来に向けて不安が残ります。新たな資産の購入等

へ回せる余裕がなく、少しでも現金預金を増やすよう、節約が必要な状況です。また、資金調達のために

借金をするとしても来年度の支払いなども含めて将来を見据えた計画が必要といえます。

負
債

1.84%

3.72%

94.44%

【
資
産
】

投資等 １５億５，３９９万円

関係団体への出資金や基金の額、

市税等の債権

貸付金 ９，２１２万円

基金等 １３億２，３９９万円

長期延滞債等 １億３，７８８万円

資産総額 524万円

【資

産
】

負債・純資産総額 524万円

住宅ローン、借金など

２１７万６千円

＝「固定負債」

来年支払予定の

ローン等の返済

２３万６千円

＝「流動負債」

これまでに家族が支

払った額や市の補助金

などで支払った額

２８２万８千円

＝「純資産」

【負
債
・純
資
産
】

資産合計

４７２億３，１３４万円

負債・純資産合計

４７２億３，１３４万円

負債・純資産合計

４１７億２，５４２万円

53.91%

4.53%

41.56%

【
負
債
・
純
資
産
】

上記の貸借対照表から見えることは、資産では庁舎や学校などの公共資産が８０％以上を占め、負債・純資産では純資産が５割以上を占めています。こ

のことから、将来世代への負担（率）は、低い傾向にあることがうかがえます。流動資産は、前年度と比べ、全体で約５６億円の増となり、令和２年７月

豪雨が大きく影響しています。国からの支援である特別交付税の増額を将来の起債償還に備え減債基金への積み立てを行い、災害復旧事業において令和３

年度へ繰り越したことから国庫補助金等が未収金となり、流動資産全体が大きく増加となりました。一方で財政調整基金は前年度より約６千万円の増にと

どまり、厳しい財政状況であることは依然として変わりません。負債でも令和２年７月豪雨に伴う各施設の災害復旧事業や災害廃棄物処理事業等による起

債の借り入れを行い、固定負債において地方債が約１７億９千万円の増となり、固定負債全体でも約１８億１千万円の増となっています。

人吉市では、上記の表にあるように有形固定資産が全体の８０％以上を占め、公共施設の老朽化による改修や維持については大きな費用が必要となり今

後の課題でもあります。また扶助費など経常的な経費の増に加え、令和２年７月豪雨からの復旧・復興が急務となっており、特に復興事業においては市単

独での多額の財政負担が懸念されます。公共施設の改修等はその施設の統廃合も含めた今後の活用を十分に検討し、財源である地方債も交付税措置のある

地方債に限定するなど活用には慎重に行う必要があるとともに、令和２年７月豪雨からの復興を止めることのないよう財源をねん出するため、令和元年度

に策定した「人吉市行財政健全化計画」を推進し、経常的な経費の抑制のため、事業の縮小や効率化に向けた取り組みを行っていきます。

公共資産 ３９４億５９２万円
市が公共サービスを提供する

ために所有する施設設備など

有形固定資産 ３９３億８，７５９万円

（庁舎、学校、市営住宅、土地、

道路、橋梁、その他の施設など）

流動資産 ７億６，５５１万円
必要時に使用できる基金や市税な

どの未収金

財政調整基金 １億４，７００万円

減債基金 １億５，５４８万円

歳計現金 ３億４，１７５万円

未収金等 １億２，１２８万円

資産合計

４１７億２，５４２万円

固定負債 １７３億３，９７６万円
地方債 １４７億６，０３９万円

退職手当引当金 ２４億５，０８９万円

など

流動負債 １８億９，０９７万円

一年以内に支払わなければ

ならないもの

翌年度償還予定地方債

１３億５，０８０万円

賞与引当金 １億８，３９８万円

など

純資産 ２２４億９，４６９万円
保有する財産のうちこれまでに

市民が負担した税金や国・県の

補助金など

住宅、土地、自家用

車などの資産等

４９４万８千円

＝「公共資産」

株式などの投資や

学資積立金

１９万６千円

＝「投資等」

現金、預貯金、定期

預金など

９万６千円

＝「流動資産」

流動負債 ２０億５６６万円

一年以内に支払わなければなら

ないもの

翌年度償還予定地方債

１４億４，０１０万円

賞与引当金 ２億９３８万円

など

【資

産
】

住宅、土地、自家用

車などの資産等

４９４万４千円

＝「公共資産」

株式などの投資や

学資積立金

２９万６千円

＝「投資等」

現金、預貯金、定

期預金など

８１万６千円

＝「流動資産」


